
* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 1060 事業名 土地対策事業

政策名 適正な県土利用と水資源の確保 施策名 適正かつ合理的な土地利用の実現

事業目的
国土利用計画法に基づく愛知県国土利用計画及び土地利用基本計画の管理、土地取引の規制等を通じて
適正かつ合理的な土地利用の実現を図る

所属名
都市・交通局都市基盤部
都市計画課

評価責任者 都市計画課長　青柳　克彦
作成責任者 武田　悠吾 ダイヤルイン 052-954-6514

根拠法令
・計画等

国土利用計画法等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
16.50人 ( 0人) 14.50人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 1人 ( 0人) 1人 ( 0人) 1人
正規職員（うち地方機関分) 20.50人 ( 0人) 16.50人 ( 0人)

( 0人) 1人 ( 0人)

経費

人件費(a) 205,775 千円 166,026 千円 157,441

従事
人員

千円 141,373 千円

事業費(b) 471,437 千円 355,525 千円 290,384 千円 278,359 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 677,212 千円 521,551 千円 447,825 千円 419,732 千円

千円 293,241 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 422,899 千円 355,034 千円 318,944

収入のうち、受益者負担額
11,936 千円 1 千円 0

愛知県国土利用計画及び土地利用基本計画の管理、土地取引の規制、土地開発行為の協議指導、地籍調
査の推進を始めとする土地利用に関する事業を行う。
1　国土利用計画管理費:83千円
2　土地取引規制事業費:1,076千円
3　地価調査事業費:68,868千円
4　土地利用調整調査指導費:242千円
5　盛土等規制対策費:90,260千円
6　地籍調査費:310,908千円（調査費補助金302,402千円、指導事務費8,506千円）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
地籍が明確化された土地の
面積

最終目標 11年度200k㎡(累計)

6年度 117,000件

7年度 32k㎡ 1.26k㎡ （見込）

6年度 13k㎡ 2.29k㎡ （実績）

4
国土利用計画法の届出制度
における審査期間内での事
務処理率

最終目標 100％

120,703件 （実績）

3
土地対策会議（工業系）及
び産業立地調整部会審議
終結件数率

最終目標 100％
7年度 100％ 100％ （見込）

2
地価情報を提供するweb
ページへのアクセス件数

最終目標 毎年度117,000件
7年度 117,000件 117,000件 （見込）

6年度 100％ 100％ （実績）

6年度 100％ 100％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の県民1人あたりのコストは、物件費の増額等により、5年度に比べ3円増加した。

7年度 100％ 100％ （見込）

課題
県民にとって境界紛争の未然防止や災害復旧の迅速化等に効果的なことから地籍整備の推進が求められて
いるが、地域の歴史的な背景や土地所有者の意識の問題等があり、地籍整備の進捗が遅れている。

今後の
方向性

官民問わず継続的な働きかけを行っていく。また、引き続き、国や市町村と連携を図りながら、県土の計画的
で合理的な利用に努める。

57円 （実績）

外部
要因
等

なし

5
県民当たりコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 -
7年度 - - （見込）

6年度 -

C:相当程度の進展あり
（判断の理由）
◎主な指標：2（地価調査費は土地対策事業費に占める割合が大きく、事業効果を測りやすいため）
・管理事業全体としては、相当程度事業目的を達成できたと感じた。
・3，4の指標が目標を達成したものの、1の指標が目標を下回ったため、管理事業全体としては評価Cと判断した。
・1の指標については、地籍調査の実施主体である市町村のマンパワーの不足等の原因により、目標を達成できなかった。

目的の
達成に
関する
評価



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 1080 事業名 交通対策事業

政策名 円滑な公共交通の実現 施策名 円滑な公共交通の実現

事業目的
交通対策の総合的な企画調整、鉄道等の整備促進、乗合バス等に関する事業を行い、円滑な公共交通の実
現を図る。

所属名 都市・交通局交通対策課
評価責任者 交通対策課長　森田　勇人

作成責任者 津崎　英史 ダイヤルイン 052-954-6124

根拠法令
・計画等

全国新幹線鉄道整備法、愛知県バス運行対策費補助金交付要綱等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
27人 ( 0人) 27人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 27人 ( 0人) 27人 ( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 264,981 千円 264,572 千円 260,859

従事
人員

千円 249,510 千円

事業費(b) 1,137,959 千円 846,909 千円 557,662 千円 1,178,840 千円

公債費(c) 2,087,037 千円 1,951,865 千円 1,966,947 千円 2,563,851 千円

計(a)+(b)+(c) 3,489,977 千円 3,063,346 千円 2,785,467 千円 3,992,201 千円

千円 2,260,666 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 3,465,766 千円 3,045,175 千円 1,691,414

収入のうち、受益者負担額
455 千円 0 千円 0

交通対策の総合的な企画調整、鉄道等の整備促進、乗合バス等の事業に関する事業を行う。
1　総合交通対策推進費：15,363千円（交通対策推進費1,351千円）
2　あいち交通ビジョン推進比：7,287千円（次期ビジョン基礎調査費6,937千円）
3　リニアインパクト関連事業推進費：837千円（中京大都市圏：交通ネットワーク整備837千円）
4　環境配慮型交通行動推進費：455千円（エコモビリティライフ推進費455千円）
5　リニモ沿線地域活性化事業費：4,150千円（東部丘陵線連絡協議会負担金4,000千円）
6　リニモ沿線地域活力創出事業費：2,400千円
7　高度道路交通システム推進費：2,053千円（愛知県ITS推進協議会負担金2,000千円）
8　地域交通活性化事業費：31,934千円（新モビリティサービス推進事業費24,532千円）
9　山間地域バス運行対策費補助金：83,173千円
10　一般地域バス運行対策費補助金：185,404千円
11　名古屋市高速度鉄道事業補助金：30,000千円
12　名古屋駅スーパーターミナル化推進費補助金：209,003千円
13　ホームドア設置促進事業費補助金：41,378千円
14　ＪＲ刈谷駅総合改善事業費補助金：202,162千円
15　地域鉄道整備改修費補助金：124,124千円
16　鉄道施設安全対策事業費補助金：198,236千円（浸水対策58,236千円、耐震対策140,000千円）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 エコモビ実践度
最終目標 90％

6年度 19,800人

7年度 90％ 90％ （見込）

6年度 90％ 98％ （実績）

4
バス補助金について申請路
線数に対する交付決定路線
数の割合

最終目標 毎年度100％の達成

27,680人 （実績）

3
リニア中央新幹線の早期実
現を図るための要望、PR等
活動回数

最終目標 毎年度継続実施
7年度 30回 30回 （見込）

2 リニモの1日あたり利用者数
最終目標 毎年度100％の達成

7年度 19,800人 19,800人 （見込）

6年度 100％ 100％ （実績）

6年度 30回 30回 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の県民当たりコストは、公共交通事業者に対する燃油価格高騰対策事業が縮小したこと等により、5年度
の209円に比べ85円減少した。

7年度 100％ 100％ （見込）

課題 交通網の整備・確保を図っていくという課題がある。

今後の
方向性

交通網の整備・確保のため、関係者と丁寧な調整を行っていく。

124円 （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｂ：目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：4（理由：生活上必要な広域・幹線的な乗合バス路線の維持を図る）
・管理事業全体としては、目標を達成することができた。
・リニモ沿線地域活性化事業費及びリニモ沿線地域活力創出事業費については、沿線市と連携しながら、沿
線地域活性化につながる施策の実施、沿線施設等と連携したイベントの開催等により、リニモの1日あたり利用
者数の目標を達成した。
・バス運行対策費補助金については、国と協調して事業者に補助を行い、路線の維持が図られた。

5
県民当たりコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 ―
7年度 ― ― （見込）

6年度 ―



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 1090 事業名 中部国際空港対策事業

政策名
多様化する航空需要に的確に対応できる基盤の
確保

施策名 『中部国際空港の将来構想』の実現

事業目的 中部国際空港の第二滑走路の早期実現に向けた取組を推進

所属名 都市・交通局航空空港課
評価責任者 航空空港課長　川満　奈々子

作成責任者 山内　拓実 ダイヤルイン 052-954-6129

根拠法令
・計画等

なし

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
8.38人 ( 0人) 8.40人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 7.40人 ( 0人) 8.40人 ( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 73,052 千円 82,732 千円 82,482

従事
人員

千円 79,104 千円

事業費(b) 307,045 千円 64,994 千円 133,430 千円 173,698 千円

公債費(c) 724,817 千円 733,444 千円 733,412 千円 913,519 千円

計(a)+(b)+(c) 1,104,914 千円 881,170 千円 949,323 千円 1,166,320 千円

千円 380,539 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,104,911 千円 881,167 千円 86,541

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

現滑走路の大規模補修を速やかに実施するための代替滑走路整備に向けて空港会社が行う整備等に対し財
政的に支援する。
国への働きかけや機運の醸成、需要拡大に取り組むための活動を行う。
航空ネットワークの拡充に向け、航空会社へのエアポートセールス、航空需要の拡大に取り組む。

1　中部国際空港対策推進費　900千円
2　中部国際空港機能拡充推進事業費　16,000千円
3　中部国際空港路線誘致促進事業費　25,995千円
4　中部国際空港株式会社貸付金　264,150千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
就航路線増加便数
（国内線・国際線とも）

最終目標 －

6年度 －

7年度 － - （見込）

6年度 － 71便 （実績）

4
最終目標

22.3円 （実績）

3
最終目標

7年度 （見込）

2
空港利用者当たりコスト
(PL経常費用/航空旅客数)

最終目標 －
7年度 － - （見込）

6年度 （実績）

6年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の空港利用者当たりのコストは、経常費用の増加により5年度の18.9円に比べ3.4円増加した。

7年度 （見込）

課題 航空ネットワークを維持・拡充するため、航空需要の早期回復に取り組む必要がある。

今後の
方向性

中部国際空港が、その機能を十分に発揮し、利便性を高めていくことができるよう、『中部国際空港の将来構
想』に沿った第二滑走路の早期実現を目指すとともに、地元経済団体、関係自治体と共同して空港の需要回
復・利用促進の取組を進めていく。

（実績）

外部
要因
等

新型コロナウイルス感染症の影響により一時大きく落ち込んだ航空需要が、感染拡大前の水準には戻ってい
ない。

目的の
達成に
関する
評価

-：評価なし
（判断の理由）
◎主要な指標：１（理由：事業目的に関係する指標であるため。）
新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ航空需要が、感染拡大前の水準に戻っていないことから、
目標設定不可であるため、評価不可と判断。（令和６年4月1日時点 国内線：539便/週、国際線:275便/週→
令和7年度4月1日時点 国内線：546便、国際線：339便/週）

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 1130 事業名 名古屋飛行場管理運営事業

政策名
多様化する航空需要に的確に対応できる基盤の
確保

施策名 県営名古屋空港の運営・整備

事業目的
県営名古屋空港の管理運営、整備、周辺環境対策及び利用促進など空港の利便性向上並びにあいち航空
ミュージアムの管理運営に関する事業を行う。

所属名 都市・交通局航空空港課
評価責任者 航空空港課長　川満　奈々子

作成責任者 山内　拓実 ダイヤルイン 052-954-6129

根拠法令
・計画等

航空法等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
30.08人 ( 0人) 30.10人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 30.10人 ( 0人) 30.10人 ( 0人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 295,209 千円 294,753 千円 293,711

従事
人員

千円 281,569 千円

事業費(b) 1,661,399 千円 1,756,590 千円 1,526,363 千円 1,450,458 千円

公債費(c) 9,380,388 千円 1,517,396 千円 1,516,153 千円 1,656,577 千円

計(a)+(b)+(c) 11,336,996 千円 3,568,739 千円 3,336,227 千円 3,388,603 千円

千円 1,617,846 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 1,727,829 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 9,785,242 千円 1,964,916 千円 1,585,815

収入のうち、受益者負担額
1,523,292 千円 1,531,861 千円 1,742,081

県営名古屋空港の管理運営、整備、周辺環境対策及び利用促進など空港の利便性向上並びにあいち航空
ミュージアムの管理運営に関する事業を行う。
1　管理運営費（指定管理料含む）　1,007,100千円〔指定管理料　948,953千円、58,147千円〕
2　国際ビジネス機受入促進事業費　　3,163千円
3　施設整備費　339,660千円〔規準改定等外的要因費　34,114千円、補修修繕費　183,510千円、
　　大規模改修費　122,036千円〕
4　あいち航空ミュージアム管理運営委託費　191,164千円
5　あいち航空ミュージアム展示物設置費　18,516千円
6　保安対策費補助金　71,758千円
7　周辺環境対策事業費補助金　30,038千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 コミューター航空着陸回数
最終目標 －

6年度 100機

7年度 8,200回 8,200回 （見込）

6年度 8,200回 7,770回 （実績）

4
施設利用者当たりコスト
（PL経常費用/施設利用者）

最終目標 －

52機 （実績）

3
空港管理者に起因する航空機
の運用に係る事故件数

最終目標 －
7年度 0件 0件 （見込）

2 国際ビジネス機飛来数
最終目標 －

7年度 100機 100機 （見込）

6年度 － 2,233円 （実績）

6年度 0件 0件 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

・6年度の施設利用者当たりコストは、コミューター航空旅客数が減少したことにより、5年度の2,089円に比べ144
円増加した。
・6年度の受益者負担率は、使用料収入の増により、5年度の75.3%に比べ2.1%減少した。

7年度 － － （見込）

課題
・国際ビジネス機の飛来機数については、新型コロナウイルス感染症の影響から回復傾向にあるものの、国内他
空港の国際ビジネス機受入体制の整備が進んだことによる空港間競争や諸外国の社会情勢などにより目標達成
の見通しを立てることが難しい。

今後の
方向性

・引き続き安心・安全な空港の管理運営を行う。
・コンパクトで都市部に近い名古屋空港を国内外のビジネス航空関係者に広くPRし、国際ビジネス機の受入促進
に努める。

73.2% （実績）

外部
要因
等

国内他空港の国際ビジネス機受入体制の整備が進んだことによる空港間競争の激化や、諸外国の社会情勢な
どにより、国際ビジネス機飛来数が目標に達しなかった。

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
（判断理由）
◎主要な指標：3（理由：空港を無事故で管理運営することが、最優先事項であるため。）
・運航会社が冬ダイヤにかけて、利用者を確実に見込める期間以外での運航を縮小するなどしたため、着陸回
数が減少し、指標１は達成できなかった。
・国内他空港の国際ビジネス機受入体制の整備が進んだことによる空港間競争の激化や、諸外国の社会情勢な
どにより、指標２は目標達成できなかった。
・適切な空港の管理運営を行ったことにより、指標3は目標達成した。
・指標3は目標を達成できたが、指標1,2は目標を達成できなかったため、管理事業全体はC評価とした。

5
受益者負担率
（使用料収入／PL経常費用）

最終目標 －
7年度 － － （見込）

6年度 －



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題 なし

今後の
方向性

コスト削減や事業内容の精査など、引き続き、予算の効果的・効率的な執行に努める。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

－：評価なし
（判断の理由）
◎主要な指標：１（理由：管理事業全体の達成度を評価するのに最も適した指標であるため）

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度

6年度 （実績）

6年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の県民一人あたりのコストは、人件費が減少したこと等により、5年度28円に比べ1円減少した。

7年度 （見込）

（実績）

3
最終目標

7年度 （見込）

2
最終目標

7年度 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
県民一人あたりのコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 -

6年度

7年度 - - （見込）

6年度 - 27円 （実績）

4
最終目標

千円 160,144 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 △262,584 千円 △251,215 千円 170,399

収入のうち、受益者負担額
443,125 千円 417,410 千円 2,176

建設行政の適切な執行と円滑な運営を行う。
1　管理事務費：2,744千円

計(a)+(b)+(c) 190,987 千円 190,583 千円 197,844 千円 185,001 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 0人) 2人 ( 0人)

経費

人件費(a) 188,243 千円 187,599 千円 194,280

従事
人員

千円 181,988 千円

事業費(b) 2,744 千円 2,984 千円 3,564 千円 3,013 千円

根拠法令
・計画等

知事マニフェスト

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
18.40人 ( 0人) 17.40人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 2人 ( 0人) 2人 ( 0人) 2人
正規職員（うち地方機関分) 18.40人 ( 0人) 18.40人

事業目的 建設行政の適切な執行と円滑な運営

所属名
都市・交通局都市基盤部
都市総務課

評価責任者 都市総務課長　神谷　輝
作成責任者 川島　ひとみ ダイヤルイン 052-954-6987

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4535 事業名 都市・交通総務事業

政策名 建設行政の適切な執行と円滑な運営 施策名 建設行政の適切な執行と円滑な運営



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4538 事業名 港務所管理運営事業

政策名 建設行政の適切な執行と円滑な運営 施策名 建設行政の適切な執行と円滑な運営

事業目的 建設行政の適切な執行と円滑な運営

所属名 都市・交通局港湾課
評価責任者 港湾課長　石原　健司
作成責任者 近藤　有梨奈 ダイヤルイン 052-954-6562

根拠法令
・計画等

地方財政法８条

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
11.10人 ( 11人) 11.10人 ( 11人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 4人 ( 4人) 4人 ( 4人) 4人
正規職員（うち地方機関分) 11.10人 ( 11人) 11.10人 ( 11人)

( 4人) 4人 ( 4人)

経費

人件費(a) 119,532 千円 118,903 千円 108,921

従事
人員

千円 105,061 千円

事業費(b) 100 千円 100 千円 78 千円 78 千円

公債費(c) 12,609 千円 10,029 千円 12,758 千円 3,920 千円

計(a)+(b)+(c) 132,241 千円 129,032 千円 121,757 千円 109,059 千円

千円 52,059 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 132,241 千円 129,032 千円 121,757

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

港務所の運営及び整備を行う。
1　港務所管理運営事業費：100千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
港務所の庁舎機能維持に必
要な修繕、工事を実施する。

最終目標 -

6年度 -

7年度 2箇所 2箇所 （見込）

6年度 2箇所 2箇所 （実績）

4
最終目標

17円 （実績）

3
最終目標

7年度 （見込）

2
県民一人あたりのコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 -
7年度 - - （見込）

6年度 （実績）

6年度 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の県民一人当たりのコストは、経常費用が減したが、人口が増したことにより、5年度17円と同額である。

7年度 （見込）

課題 建物や整備等の老朽化が進む中、効果的・効率的な維持管理を行う必要がある。

今後の
方向性

コスト削減や事業内容等の精査など予算の効果的・効率的な執行に努め、引き続き、事務所の庁舎機能維持
に必要な修繕、工事を実施する。

（実績）

外部要
因等

なし

目的の
達成に
関する
評価

B：目標達成
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：必要な修繕、工事を目標どおりに実施できたか判断するため）
・事務所の庁舎機能維持に必要な修繕、工事を目標どおりに実施することができた。

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

課題 審査事務を効率的に実施し、迅速かつ適正な処理を行うことが課題となる。

今後の
方向性

今後は、建設業許可の電子申請を含めた審査事務の迅速かつ適正な処理を行うため、手引等の見直しを図
る。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

C：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：１（理由：当管理事業全体の予算のうち、半分以上を占める事業であるため）
・一部の指標について目標が達成できなかったが、主要な指標は概ね目標を達成したため、管理事業全体と
してはC評価とした。
・建設業指導事業については、許可申請の迅速な処理のため手引等の充実を図り、処理の進捗状況の確認
を徹底した結果、目標を達成した。
・建設工事紛争審査会については、当事者の日程の都合等当事者要因により、目標を達成できなかった。
・宅地建物取引業指導事業については、チェック表を作成する等、審査事務の効率化を図ることにより目標を
達成した。

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度

6年度 － 17,808 （実績）

6年度 100％ 100％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

６年度の申請件数当たりコストは、申請件数の増加と共にPL経常費用も増加したことにより、５年度17,546円に
比べ262円増加した。

7年度 － － （見込）

110日 （実績）

3
標準処理期間内宅建業免
許率

最終目標 100％
7年度 100％ 100％ （見込）

2
建設工事紛争審査会の迅速
な審理開催の実施

最終目標 90日
7年度 90日 90日 （見込）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
標準処理期間内建設業許
可率

最終目標 100％

6年度 90日

7年度 100％ 95％ （見込）

6年度 100％ 100％ （実績）

4
申請件数あたりコスト
（PL経常費用／申請件数）

最終目標 －

千円 △141,853 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 504,701 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 228,275 千円 247,539 千円 △188,307

収入のうち、受益者負担額
156,886 千円 153,249 千円 546,652

建設業、宅地建物取引業及び不動産鑑定業の許可・免許・登録事務と業者に対する指導監
督事務及び解体工事業、浄化槽工事業の登録に関する事務を行う。
1　建設業指導事務費：71,270千円（建設業指導事務費169千円、その他71,101千円）
2　建設工事紛争審査会費：531千円
3　宅地建物取引業指導費：32,603千円

計(a)+(b)+(c) 400,358 千円 404,547 千円 360,854 千円 366,312 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

( 0人)

( 12人) 21人 ( 12人)

経費

人件費(a) 295,954 千円 300,416 千円 264,950

従事
人員

千円 269,961 千円

事業費(b) 104,404 千円 104,131 千円 95,904 千円 96,351 千円

根拠法令
・計画等

建設業法、宅地建物取引業法及び不動産の鑑定評価に関する法律等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
21.90人 ( 0人) 20.90人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 21人 ( 12人) 21人 ( 12人) 21人
正規職員（うち地方機関分) 20.90人 ( 0人) 21.90人

事業目的
建設業者・宅地建物取引業者等への指導監督を通じ、建設業・宅地建物取引業等の健全な発達の促進を図
る

所属名
都市・交通局都市基盤部
都市総務課建設業・不動産業室

評価責任者 建設業・不動産業室長　田口敦史

作成責任者 三輪淑登 ダイヤルイン 052-954-6503

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4540 事業名 建設業・不動産業指導事業

政策名 建設行政の適正な執行と円滑な運営 施策名
建設業法、宅地建物取引業法等の円滑な
執行



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4610 事業名 港湾事業

政策名 陸海空の交流基盤の整備 施策名 港湾の整備と管理運営

事業目的
港湾整備により、物流拠点として港湾機能の強化を進め、県民経済の発展に寄与するとともに、港湾の
適切な維持管理を行う。

所属名 都市・交通局港湾課
評価責任者 港湾課長　石原　健司

作成責任者 近藤　有梨奈 ダイヤルイン 052-954-6562

根拠法令
・計画等

港湾法、海岸法、国有資産等所在市町村交付金法、地方財政法、統計法、名古屋港管理組合規約

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
59.85人 ( 41.30人) 62.90人 ( 44.30人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 7人 ( 7人) 7人 ( 7人) 7人
正規職員（うち地方機関分) 57.85人 ( 41.30人) 59.90人 ( 41.30人)

( 7人) 7人 ( 7人)

経費

人件費(a) 618,369 千円 634,834 千円 650,713

従事
人員

千円 645,178 千円

事業費(b) 8,801,324 千円 7,969,599 千円 9,942,876 千円 8,743,059 千円

公債費(c) 3,975,390 千円 4,311,150 千円 4,439,525 千円 5,742,432 千円

計(a)+(b)+(c) 13,395,083 千円 12,915,583 千円 15,033,114 千円 15,130,669 千円

千円 9,634,955 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 969,365 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 10,877,060 千円 10,731,490 千円 8,379,945

収入のうち、受益者負担額
1,003,528 千円 902,565 千円 946,478

物流の効率化により、地域経済の発展に資するため、港湾の整備や管理運営を行う。また、港湾区域内の海
岸と背後地の保全のため、施設の整備や維持管理を行う。
1　港湾管理費(地方港湾審議会費:152千円、港湾維持管理費:870,154千円、港湾調査費:59,233千円、
　　県有資産（港湾）所在市町村交付金:56,264千円、港湾整備事業特別会計操出金:29,563千円）
2　港湾建設費
（1）公共事業（港湾整備交付金事業費:3,138,545千円、廃棄物処理施設整備費:83,000千円、
　　　直轄港湾改修事業負担金:453,863千円）
（2）単独事業（港湾改良費:239,408千円、港湾水域環境整備費：281,000千円、
　　　衣浦PI整備費:184,518千円、港湾整備事業費補助金：2,700千円）
3　名古屋港管理組合負担金:3,402,924千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1 水門の自動閉鎖化等の推進
最終目標 　11年度5箇所

6年度 25件

7年度 0箇所 0箇所 （見込）

6年度 0箇所 0箇所 （実績）

4
主な港湾施設の整備延長等
（新たに整備した延長）

最終目標 　　12年度　2,500ｍ

30件 （実績）

3 海岸堤防耐震化延長
最終目標 　11年度　11.40ｋｍ

7年度 0.52ｋｍ 0.52ｋｍ （見込）

2
港湾振興策の実施状況
（企業訪問実施件数）

最終目標 毎年度実施
7年度 25件 25件 （見込）

6年度 0ｍ 0ｍ （実績）

6年度 0.30ｋｍ 0.47ｋｍ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の資産当たりコストは、昨年度と比べ0.2ポイント増加した6.9％であった。

7年度 0ｍ 0ｍ （見込）

課題
限られた予算(交付金)の中で事業を推進していくため、より効率的な事業推進が課題である。新技術や東日
本大震災の知見などを踏まえ、効率的に地震津波対策を推進していく必要がある。

今後の
方向性

物流の安定性の確保や効率化のため、港湾の整備及び維持管理をバランスよく実施していく。
地震津波等の災害から地域社会を守るため、港湾及び海岸施設の耐震化や老朽化対策を実施する。

6.9％ （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

A：目標超過達成
（判断の理由）
◎主要な指標：3（理由：海岸堤防の耐震化は、港湾区域内の海岸と背後地の保全に直接的な影響があるため。）
海岸堤防の耐震化について、着実に事業を実施した。

5
資産当たりコスト
（経常費用／事業用試算・イ
ンフラ資産）

最終目標 －
7年度 － - （見込）

6年度 －



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4620 事業名 漁港事業

政策名 水産業発展の基盤整備の実現 施策名 漁港の整備と維持管理

事業目的
漁港整備により、水産物の安定供給及び水産業の健全な発展に寄与するとともに、漁港の適切な維持管理
を行う。

所属名 都市・交通局港湾課
評価責任者 港湾課長　石原　健司

作成責任者 井上　久実 ダイヤルイン 052-954-6562

根拠法令
・計画等

漁港及び漁場の整備等に関する法律、海岸法、国有資産等所在市町村交付金法、地方財政法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
16.99人 ( 9.10人) 17人 ( 9.10人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 17人 ( 9.10人) 17人 ( 9.10人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 166,742 千円 166,484 千円 166,226

従事
人員

千円 160,139 千円

事業費(b) 1,644,082 千円 1,625,661 千円 2,486,802 千円 2,500,018 千円

公債費(c) 1,222,840 千円 1,296,319 千円 1,353,686 千円 1,429,841 千円

計(a)+(b)+(c) 3,033,664 千円 3,088,464 千円 4,006,714 千円 4,089,998 千円

千円 1,649,864 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 110,245 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 2,221,779 千円 2,298,259 千円 1,495,802

収入のうち、受益者負担額
129,441 千円 118,501 千円 114,749

水産物の安定供給や水産業の健全な発展のため、漁港の整備や維持管理を行う。
また、漁港区域内の海岸と背後地の保全のため施設の整備や維持管理を行う。

1　漁港管理費（漁港維持管理費：110,038千円、県有資産(漁港)所在市町村交付金：36,360千円）
2　漁港建設費
（1）公共事業（漁港整備交付金事業費：1,309,391千円）
（2）単県事業（漁港改良費：188,293千円）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
水門・陸閘等の閉鎖・操作の
省力化の推進

最終目標 　7年度までに　42箇所

6年度 12施設

7年度 1箇所 1箇所 （見込）

6年度 1箇所 2箇所 （実績）

4
資産当たりコスト
（経常費用／事業用資産・イ
ンフラ資産）

最終目標 －

17施設 （実績）

3 海岸堤防耐震化延長
最終目標 　7年度までに　3.4ｋｍ

7年度 0.17ｋｍ 0.17ｋｍ （見込）

2
長寿命化対策工事を実施し
た漁港施設数

最終目標 　9年度までに　25施設
7年度 9施設 9施設 （見込）

6年度 － 6.1％ （実績）

6年度 0.20ｋｍ 0.22ｋｍ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の資産当たりコストは、経常費用が減少したこと等により、5年度6.7％に比べ0.6ポイント低下した。

7年度 － - （見込）

課題
施設の老朽化が進行しており、効率的かつ計画的な維持管理が必要となっている。
南海トラフ地震や台風の巨大化など大規模自然災害の発生が懸念されており、防災・減災対策を
促進させる必要がある。

今後の
方向性

水産物の安定供給へ支障がないよう漁港施設の整備及び維持修繕を計画的に実施していく。
地震・津波や高潮から地域社会を守るため、海岸保全施設の整備を継続的に実施していく。

（実績）

外部要
因等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ａ：目標超過達成
（判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：施設の長寿命化対策の実施は、漁港の維持管理に直接的に影響があるため。）
漁港施設長寿命化対策工事について、目標を上回って達成したため、管理事業全体としては事業の進捗が図られた。

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4630 事業名 都市計画事業

政策名 活力と魅力ある地域や快適な都市生活の実現 施策名 適正な都市計画の策定

事業目的 都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、県民の健康で文化的な都市生活と機能的な都市活動を確保する。

所属名
都市・交通局都市基盤部
都市計画課

評価責任者 都市計画課長　青柳　克彦
作成責任者 武田　悠吾 ダイヤルイン 052-954-6514

根拠法令
・計画等

都市計画法第３条、第６条、第１４条、第７７条、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２６
条、屋外広告物法等

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
20.70人 ( 0.90人) 20.70人 ( 0.90人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 22.70人 ( 0.90人) 20.70人 ( 0.90人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 225,968 千円 205,981 千円 178,184

従事
人員

千円 194,003 千円

事業費(b) 98,231 千円 51,185 千円 53,687 千円 17,972 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 324,199 千円 257,166 千円 231,871 千円 211,975 千円

千円 202,986 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 1,969 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 273,801 千円 234,581 千円 239,641

収入のうち、受益者負担額
2,101 千円 2,501 千円 2,370

適正な都市計画の策定のため、各調査を始め普及啓発事業等を実施する。

1　都市計画管理費:1,308千円（管理費589千円、推進費719千円）
2　都市計画事業指導監督費:4,131千円
3　都市計画調査費:19,584千円
4　都市計画審議会費:2,585千円
5　屋外広告物対策事業費:895千円
6　スタートアップ活用まちづくり支援事業費：69,728千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
景観形成の普及・啓発行事
への参加人数

最終目標 毎年度設定

6年度 2調査

7年度 300人 390人 （見込）

6年度 300人 491人 （実績）

4 違反広告物の簡易除却件数
最終目標 毎年度設定

2調査 （実績）

3
愛知県都市計画審議会等の
開催回数

最終目標 毎年度設定
7年度 5回 3回 （見込）

2 都市計画関係調査の実施数
最終目標 毎年度設定

7年度 2調査 3調査 （見込）

6年度 100件以下 35件 （実績）

6年度 5回 3回 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の県民1人あたりのコストは、物件費等の増額等により5年度26円に比べ3円増加した。

7年度 100件以下 30件 （見込）

課題 なし

今後の
方向性

・都市計画審議会については、今後も法令に基づき適正に運営していく。
・景観形成の普及・啓発行事については、参加人数の目標値達成に向け広報活動に積極的に取り組んでいく。
・違反広告物の簡易除却については、今後も違反広告物が掲出されないよう、業界等への周知等を図っていく。

29円 （実績）

外部
要因
等

なし

5
県民一人あたりのコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 -
7年度 - - （見込）

6年度 -

C：相当程度の進展あり
（判断理由）
◎主な指標：２（都市計画の事業目的の達成に必要不可欠であるため）
・管理事業全体としては、相当程度事業目的を達成できたと評価できた。
・都市計画審議会については、都市計画法等の法令に基づき適正に開催した。
・景観形成の普及・啓発行事への参加人数については、チラシの配布、ポスターの掲示やSNSへの投稿などの広報活動に
より増加した。
・違反広告物の簡易除却については、これまでの指導・啓発により、除却の対象となる違反広告物が減少した。

目的の
達成に
関する
評価



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4650 事業名 土地区画整理事業

政策名 快適な都市基盤の実現 施策名 健全な市街地基盤の整備

事業目的
公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図り、良好な市街地を形成するため、土地区画整理事業を施行
する組合等へ補助金の交付等を行う。

所属名
都市・交通局都市基盤部
都市整備課

評価責任者 都市整備課長　伊藤　俊司

作成責任者 菊谷　奏太 ダイヤルイン 052-954-6523

根拠法令
・計画等

土地区画整理法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
7.60人 ( 0.50人) 7.60人 ( 0.50人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 7.60人 ( 0.50人) 7.60人 ( 0.50人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 74,587 千円 74,472 千円 74,237

従事
人員

千円 71,234 千円

事業費(b) 1,690,594 千円 1,691,128 千円 2,642,069 千円 2,199,638 千円

公債費(c) 891,189 千円 1,004,991 千円 1,027,019 千円 892,989 千円

計(a)+(b)+(c) 2,656,370 千円 2,770,591 千円 3,743,325 千円 3,163,861 千円

千円 797,031 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 745,740 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 1,395,620 千円 1,509,841 千円 909,861

収入のうち、受益者負担額
420,250 千円 420,250 千円 619,426

公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図り、安全・安心で良好な市街地を形成するため、土地区画整
理事業を施行する組合等へ補助金の交付や事業資金の無利子貸付を行う。
事業主体：県
実施主体：組合等

1　土地区画整理費:1,690,594千円(土地区画整理交付金事業費　1,690,594千円)

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
施行地域内における居住人
口の伸び率

最終目標 2.3%

6年度 4.8km

7年度 2.3% 3.1% （見込）

6年度 1.9% 2.7% （実績）

4
最終目標

3.9km （実績）

3
都市計画道路整備延長当た
りコスト
(PL経常費用／整備延長)

最終目標 －
7年度 － － （見込）

2
施行地域内における都市計
画道路の整備延長

最終目標 4.5km
7年度 4.5km 4.6km （見込）

6年度 （実績）

6年度 － 717千円/m （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の都市計画道路延長当たりのコストは、整備延長が増加したこと等により5年度1,622千円/mに比べ、905
千円/m減少した。

7年度 （見込）

課題 地価下落など社会経済情勢の変化により、保留地処分が順調に進まなくなるなどの懸念がある。

今後の
方向性

社会経済情勢の先行き不透明な中、今後も宅地需要に見合った保留地設定を行い、早期の保留地処分が図
れるよう土地区画整理組合に対して助言を行っていく。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ:相当程度進展あり
(判断の理由)
◎主要な指標:1(理由:良好な市街地の形成が居住人口の増加につながると考えられるため)
・施工区域内における居住人口が増加し、管理事業全体として相当程度進展させることができた。

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4660 事業名 公園事業

政策名
豊かで快適な暮らしを創出する循環型社会づく
り

施策名 人と自然の共生や健全な水環境の再生

事業目的
都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、県民の健康で文化的な都市生活と機能的な都市活動に寄与する
都市公園を確保する。

所属名
都市・交通局都市基盤部
公園緑地課

評価責任者 公園緑地課長　湯浅健司

作成責任者 鈴木宏昌 ダイヤルイン 052-954-6524

根拠法令
・計画等

都市公園法、愛知県都市公園条例、愛知県広域緑地計画

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
48.90人 ( 23.50人) 51.90人 ( 26.50人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0.10人 ( 0.10人) 0.10人 ( 0.10人) 0.10人
正規職員（うち地方機関分) 48.90人 ( 23.50人) 48.90人 ( 23.50人)

( 0.10人) 0.10人 ( 0.10人)

経費

人件費(a) 485,718 千円 484,776 千円 493,060

従事
人員

千円 501,856 千円

事業費(b) 6,425,353 千円 6,203,262 千円 6,925,734 千円 10,047,621 千円

公債費(c) 2,831,162 千円 3,102,151 千円 3,422,562 千円 3,276,640 千円

計(a)+(b)+(c) 9,742,233 千円 9,790,189 千円 10,841,355 千円 13,826,117 千円

千円 5,720,494 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 265,912 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 7,643,258 千円 7,799,487 千円 6,038,950

収入のうち、受益者負担額
321,159 千円 311,146 千円 268,039

大高緑地始め11か所の県営都市公園の整備及び維持管理等を行う。
1　公園緑地整備交付金事業費：2,420,952千円
　　（愛・地球博記念公園整備事業費：469,839千円、油ヶ淵水辺公園整備事業費：639,722千円等）
2　直轄公園事業負担金：315,681千円
3　公園緑地維持管理費：2,553,319千円
4　公園緑地整備事業費：211,172千円（愛・地球博記念公園整備事業費：158,134千円等）
5　ジブリパーク関連公園整備事業費：920,205千円
6　県営都市公園民間活力導入推進費：4,024千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
広域避難場所等となる整備
中の県営都市公園の供用面
積

最終目標 730.0ｈａ

6年度 7公園

7年度 698.3ｈａ 698.3ｈａ （見込）

6年度 692.0ｈａ 620.6ｈａ （実績）

4 県営都市公園年間利用者数
最終目標 720万人

7公園 （実績）

3 遊具の計画的更新の実施率
最終目標 100％

7年度 100％ 100％ （見込）

2
市民団体等との協働により管
理運営する県営都市公園数

最終目標 7公園
7年度 7公園 7公園 （見込）

6年度 714万人 847万人 （実績）

6年度 100％ 100％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の資産当たりコストは、物件費等が増加したことにより、5年度の2.4％に比べ0.1ポイント上昇した。

7年度 715万人 715万人 （見込）

課題
一部の県営都市公園では、施設の老朽化や県民ニーズの変化により魅力が低下した施設や、未利用の区域
が存在する等の課題がある。

今後の
方向性

県営都市公園年間利用者数の目標値達成に向けて、多くの集客を得る施設の整備やイベント開催などを通
じ、新たな魅力の創出を図っていく。

2.5％ （実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：4（理由：都市公園の主目的であるレクリエーションの場として活用されていることを計る直接的
な指標であるため）
・指標1～4はいずれも達成率が８０％以上であり、管理事業全体として十分に進展したと評価する。

5
資産当たりコスト（経常費用
／事業用資産・インフラ資
産）

最終目標 －
7年度 － － （見込）

6年度 －



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 4670 事業名 都市緑化事業

政策名 活力と魅力ある地域づくり 施策名 都市緑化の推進

事業目的
緑がもつ環境改善などの公益的機能を高めるため、都市の緑の保全・創出に資する市町村等の緑化事業へ
の支援、普及啓発活動に取組む。

所属名
都市・交通局都市基盤部
公園緑地課

評価責任者 公園緑地課長　湯浅　健司

作成責任者 鈴木　宏昌 ダイヤルイン 052-954-6524

根拠法令
・計画等

都市緑地法、愛知県広域緑地計画、緑の基本計画、あいち森と緑づくり税条例、あいち森と緑づくり基金条例

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
7.70人 ( 0.80人) 7.70人 ( 0.80人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 7.70人 ( 0.80人) 7.70人 ( 0.80人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 75,569 千円 75,452 千円 77,968

従事
人員

千円 74,610 千円

事業費(b) 610,764 千円 576,629 千円 540,379 千円 543,727 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 686,333 千円 652,081 千円 618,346 千円 618,337 千円

千円 81,087 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 85,970 千円 82,697 千円 85,146

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

市町村や住民等の主体的な緑化活動を支援していくとともに、県民の都市緑化への意識高揚を図るため、普
及啓発活動に取組む。
1　愛知県都市緑化基金出えん金：7,000千円
2　あいち森と緑づくり都市緑化推進事業費：593,363千円
3　都市緑化活動推進事業費：10,401千円

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
緑地の保全及び創出面積（1
年度の事業開始からの累
計）

最終目標 98ｈａ

6年度 12万人

7年度 68.6ｈａ 68.6ｈａ （見込）

6年度 58.8ｈａ 49.4ｈａ （実績）

4
最終目標

12万人 （実績）

3
保全・創出面積当たりコスト
（経常費用／緑地保全・創出
面積）

最終目標 －
7年度 － － （見込）

2
県民参加イベントの参加者
数（1年度の事業開始からの
累計）

最終目標 20万人
7年度 14万人 14万人 （見込）

6年度 （実績）

6年度 － 12,428千円 （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の保全・創出面積当たりコストは、緑地保全・創出面積が増えたこと等により、5年度の12,613千円に比べ
185千円減少した。

7年度 （見込）

課題
指標1、2に係るあいち森と緑づくり都市緑化推進事業は、市町村・市民団体等への交付金事業であるが、事業
に対する県民の認知度が低い。

今後の
方向性

今後も目標値を達成していくため、さらなるＰＲ活動を行い、事業に対する県民の認知度をさらに高め、事業実
施件数を増やしていく。

（実績）

外部
要因
等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：1（理由：都市の緑の保全・創出に直接的に寄与する指標であるため）
・緑地の保全及び創出面積について、目標を下回ったが、目標値の８０％を達成できたため、管理事業全体と
して「相当程度進展あり」であったと評価する。

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度



* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和 7年度 管理事業評価調書（ 7年度対象）
事業コード 9210 事業名 港湾整備事業

政策名 陸海空の交流基盤の整備 施策名 港湾の整備と管理運営

事業目的
港湾整備により、物流拠点として港湾機能の強化を進め、県民経済の発展に寄与するとともに、港湾の適切な維持管理を
行う。

所属名 都市・交通局港湾課
評価責任者 港湾課長　石原　健司

作成責任者 相羽　央樹 ダイヤルイン 052-954-6564

根拠法令
・計画等

地方自治法、港湾法、消費税法

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

7年度（当初） 6年度（当初） 6年度 5年度
12人 ( 6人) 9人 ( 3人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 0人 ( 0人) 0人 ( 0人) 0人
正規職員（うち地方機関分) 14人 ( 6人) 12人 ( 6人)

( 0人) 0人 ( 0人)

経費

人件費(a) 116,341 千円 96,271 千円 98,168

従事
人員

千円 70,422 千円

事業費(b) 3,495,702 千円 3,132,883 千円 3,472,651 千円 4,145,306 千円

公債費(c) 868,770 千円 1,339,238 千円 1,275,553 千円 820,343 千円

計(a)+(b)+(c) 4,480,813 千円 4,568,392 千円 4,846,372 千円 5,036,071 千円

千円 2,309,268 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

千円 1,311,766 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 2,761,563 千円 2,812,836 千円 2,360,836

収入のうち、受益者負担額
1,209,964 千円 1,151,086 千円 1,270,586

港湾の機能を効率的に発揮させるために必要な保管施設や荷さばき施設等の整備や管理運営を行う。

1　港湾施設運営費（野積場等運営費：7,684千円、貯木施設運営費：607千円、水面木材整理場運営費：607千円、
　　上屋施設運営費：18,176千円、給水施設運営費：101,768千円、保安対策費：451,201千円）
2　港湾施設整備費（特定港湾施設整備費：2,815,659千円、特定港湾緊急改修費：100,000千円）

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
港湾施設の利用の確保
（港湾施設利用率）

最終目標 9年度　59％

6年度 19.8ｈａ

7年度 57％ 50％ （見込）

6年度 56％ 52％ （実績）

4
最終目標

19.8ｈａ （実績）

3
資産当たりコスト
（経常費用/事業用資産・インフ
ラ資産）

最終目標 －
7年度 － － （見込）

2 ふ頭用地の整備面積等
最終目標 13年度　39.9ｈａ

7年度 19.8ｈａ 19.8ｈａ （見込）

6年度 （実績）

6年度 － 2.3％ （実績）

コスト
指標の
増減
分析

6年度の資産あたりコストは、インフラ資産が増加し、経常費用が減少したこと等により、5年度2.4％に比べ0.1％減少した。

7年度 （見込）

課題
三河港蒲郡地区、衣浦港中央ふ頭地区の利用動向を見極め、遅延なく整備を行う必要があり、併せて利用者確保のた
め、施設の適切な維持管理を行っていくことが課題である。

今後の
方向性

7年度整備目標に向けて工事の進捗を図るとともに適切な施設の管理運営を行い、さらなる利用者確保に努める。

（実績）

外部要
因等

なし

目的の
達成に
関する
評価

Ｃ:相当程度進展あり
(判断の理由)
◎主要な指標:2(理由:港湾施設の整備は、物流拠点としての港湾機能の強化に直接的な影響があるため。)
港湾施設の利用の確保については、経済情勢に見合った利用確保ができた。
ふ頭用地整備については、着実に事業を進め目標を達成した。

5
最終目標

7年度 （見込）

6年度


